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令和５年度環境保全報告書     三ツ星ベルト株式会社 

神戸本社・事業所 

 

Ⅰ. 当該年度の重点取組目標・計画の実施状況 

1．地球温暖化対策【温室効果ガスの抑制】 

当社では、ＣＯ２排出量については『２０２３年度には２０１３年度比２２％以上の

削減』を目標に取り組みました。 

神戸本社・事業所での２０２３年度の実績は下表に示すとおりです。 

事業所整備で蒸気配管の不要な部分への供給削減を行い、電力を再生可能エネルギー

に転換した結果、２０１３年度比９７．９％の削減となり目標を達成できました。 

一方、ＣＯ２排出量原単位は、生産活動が２０１３年度より約６％増加しましたが、 

２０１３年度に比べて大きく改善することができました。 

神戸本社・事業所の主な活動は、設計、開発、研究、新工法開発等の主要部分を担っ

ており、エネルギーの使用量は更に増加する見込みですが、新たに導入した太陽光発電

システムに加え、カーボンオフセットされた燃料、再生可能エネルギー由来の電力の使

用を継続し、ＣＯ２排出量の削減及びＣＯ２排出量原単位の改善に努めてまいります。 

 

本社・事業所 CO2 排出状況 

項目 
2013 年度 

(基準年度) 
2021 年度 2022 年度 2023 年度 

製造量（資材使用量）  (t) 221 244 245 235 

CO2 

排出

量 

ボイラー      (t) 125 69 50 40 

廃棄物焼却    (t) 0 0 0 0 

廃水処理      (t) 0 0 0 0 

電力購入      (t) 1,869 1,199 449(※) 0(※) 

合計          (t) 1,994 1,268 499 40 

CO2 排出量原単位  (t/t) 9.0 5.2 2.0 0.2 

(※)： 2022 年 10 月度より、再生可能エネルギー由来の電力に切り替えたため、 

以降の CO2 排出量は実質”ゼロ”となります 

 

本社・事業所 CO2 排出量の推移  本社・事業所 CO2 排出量原単位の推移 
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２．省エネルギーの推進 

燃料、電力の総量は、２０２２年度に比べ減少、一方で用水が増加しました。原単位

で見ると、燃料が減少、電力、用水が増加した結果となりました。 

燃料、電力の総量は生産工程の見直し及びシステム的な管理へシフトさせることで減

少させました。 

用水は生産以外の設計、開発、研究、新工法開発等の活動を推進したことで増加しま

した。 

燃料の原単位は上記のごとく生産工程の見直しで削減出来ました。電力、用水の原単

位は生産以外の活動に大きく影響を受けました。 

今後も種々の施策を講じながら、燃料、電力、用水の使用量の削減と原単位の改善に

努めます。 

 

エネルギー使用量・原単位 

項目 
2013 年度 
(基準年度) 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 

製造量 資材使用量  (ｔ ) 221 244 245 235 

燃 料 
総 量    (GJ) 2,498 1,389 1,010 808 

原単位   (GJ/t) 11.3 5.7 4.1 3.4 

電 力 
総 量  (千 kWh) 3,636 3,311 3,099 3,065 
原単位  (千 kWh/t) 16.5 13.6 12.6 13.0 

用 水 
総 量      (㎥) 13,778 9,822 8,600 9,037 
原単位   (㎥/ｔ) 62.3 40.3 35.1 38.5 

 

 

 

 製造量（資材使用量）の推移     
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使用量の推移  

 

 

原単位の推移 

    

 

Ⅱ. 公害防止対策に係る報告 
１．目標達成状況と目標達成のために講じた措置・対策 

目 標 項 目 目標達成状況 目標達成のために講じた措置・対策 

大 

気 

汚 

染 

防 

止 

対 

策 

ばい煙(ばいじん、窒素
酸化物等)、有害大気
汚染物質の排出量 
削減 

燃料使用量から削減でき
ました。 

◆蒸 気 配 管 の不 要 な部 分 への供 給
を削減しました。 

ばい煙の排出規制の
遵守 

計画に従い、ばいじん、窒
素酸化物を異常発生させ
ることなく稼 動 することが
できました。 

◆排 出 ガス施 設 の日 常 点 検 実 施 に
努めました。 

 

水 

質 

汚 

濁 

防 

止 

対 

策 

(公共用水域に排出する場合) 
排出水の水質管理 計画に従い、排出水を測

定 し、管 理 目 標 値 を満 足
できました。 

◆排水 処 理 施 設の適 正 な維 持 管 理
に努めました。 

燃料 電力 用水 

電力 用水 燃料 
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２．2023 年度 排出水の汚濁状態測定結果 

 排水口名 ： 排水口１ 

 
   項  目 

 
管理目標値 

測 定 値 
全
測
定
回
数 

 

厹
叀
測
定
回
数 

目
標
値
可
超
過 

目
標
値
達
成
判
定 

法
令
基
準
達
成
判
定 

最大 
(pH のみ 
最小～最大) 

平
均 

(

有
害
物
質
項
目) 

法
令
排
水
基
準 

設
定
項
目 

１ n-ヘキサン 4.0 mg/ℓ 以下 0.8 0.58 12 0 ○ ○ 

         

(

生
活
環
境
項
目) 

法
令
排
水
基
準 

設
定
項
目 

２ 水素イオン濃度(pH) 6.0～9.0 6.50～8.59 7.529 239 0 ○ ○ 

３ 排水温度 45℃未満 42.5 28.30 239 0 ○ ○ 

単位は pH を除き、mg/ℓ  ＮＤ：定量下限値以下 
○ 達成   × 未達成 

 

 

Ⅲ. 地球温暖化対策に係る報告 
１．2023 年度における電気・燃料等の使用量、温室効果ガス排出量 

活動の区分 
燃料・焼却物

等の種類 
使用量等 単

位 

単位発

熱量

（MJ） 

排出係数 排出量 
温暖化 

係数 

合計 

(CO2換算) 

kg-

CO2/MJ 
kg－CO2 CO2  

燃料の使用 

原料炭  kg 28.9 0.0867  １  

一般炭  kg 26.6 0.0906  １  

A 重油  ℓ 39.1 0.0693  1  

B 重油  ℓ 40.4 0.0705  １  

C 重油  ℓ 41.7 0.0716  １  

LPG  kg 50.2 0.0598  １  

都市ガス 17,949 Nm3 45.0 0.0513 41,435 １ 41,435 

その他 

(廃棄物等) 

 
kg 42.3   １  

電気事業者か

ら供給された

電気の使用 

一 般 電 気

事業者 2,813,108 kWh  0.360 0(※) １ 0 

熱供給事業者

から供給され

た熱の利用 

  

MJ    １  

合計      41,435  41,435 

(※)： 2022 年 10 月度より、再生可能エネルギー由来の電力に切り替えたため、 

以降の CO2 排出量は実質”ゼロ”となります。 
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２．2023 年度の計画達成状況 

温室効果ガス 

削減目標 排出量 削減率（％） 

2023 年度 2030 年度 
基準年度 
(2013 年度) 

2023 年度 2023 年度 2030 年度 

二酸化炭素 49,906 2,228 1,993,722 41,435 97.9 99.9 

メタン       

一酸化二窒素       

HFC       

PFC       

六フッ化硫黄       

合計       

 

３．目標達成のために講じた措置・対策の達成状況 

 分野 項目 細目 目標 実施状況 

１ 

事業所等で

の節電・燃

料使用量の

削減 

節電 

関西電力 

「おまかＳave-Air」 

デマンド管理 

70％ 

空調機監視 100％ 

（2023 年1 月より） 

省電力電灯へ切替 調光ＬＥＤ化 交換随時実施 

燃料使用量の削減 空調の節電 
夏季:28℃ 

冬季:19℃ 
実施率75％ 

２ 

環境負荷の

少ない燃料

の選択 

良質燃料への転換 － 

カーボンオフセッ

トされた燃料の 

使用 

2022 年6 月より導入 

３ 

特定フロン

等使用量の

削減 

代替物質への転換 － 
メンテナンス時 

随時 
実績無し 

設備更新時に特定

フロン非使用設備

を導入 

－ 新規導入時 導入実績無し 

特定フロン等使用

機器廃棄時の適正

処理 

－ 廃棄時 
エアコン等15 台廃棄

し適正に処理済 

 

 
Ⅳ. 公害防止対策、地球温暖化対策以外の環境保全活動に係る報告 
 今年度の環境保全活動に係る具体的実施内容 

 分野 項目 細目 目標 実施状況 

１ 

再生可能 

エネルギー 

導入の推進 

グリーン電 力の

購入 
 

再 エ ネ 由 来 の

電 力 の 購 入 量

100％ 

100％ 

太陽光発電 

設備の 

設置・稼働 

 設置/管理 

2 棟に設置済/

事 業 所 内 の 消

費 電 力 量 の

8.2％を充当 
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２ 自動車対策 

ク リ ー ン エ ネ ル

ギ ー 自 動 車 の

導入（電気自動

車・燃料電池自

動車等） 

 
管理/追加導入

の検討 

１台管理 

増台を検討中 

マイカー通 勤の

抑制 
 禁止 継続中 

社有車の削減  １台削減 

2 台増台 

社内の状況に併

せ適宜検討 

積載量の 

適正化 
 全車両啓蒙 

定期便の適正化

を実施中 

エコドライブ・ ア

イドリングストッ

プの推進 

 全社有車啓蒙 啓蒙中 

（取引企業間に

おける）グリーン

配送の実施 

 
購入品・出荷品同

梱推奨 
協力要請実績無し 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

プ ラ ス チ ッ ク に

係 る 資 源 循 環

等の推進 

プ ラ 製 品 の 設

計 を 環 境 配 慮

型 （ 紙 ・ 生 分 解

性 素 材 ・ バイオ

マ ス 素 材 ・ リ サ

イクル素 材 など

環 境 負 荷 の 低

減につながる素

材）に転換 

 対象無し - 

使 い 捨 て プ ラ

（プラスチック容

器 包 装 など） を

リデュース 

 対象無し - 

排 出 されるプラ

を 回 収 ・ リ ユ ー

ス･ リサイクル 

 
社内リサイクルの

推進 

社内リサイクル比

率：6.5％ 

４ 
事 業 所 等 で の

廃 棄 物 の 適 正

処理・減量 

分別回収 
紙類の専用収集

ボックスの設置 
全棟に 1 箇所設置 全棟設置済 

コピー用紙の 

使用削減 

両面コピーの徹底 啓蒙 概ね実施 

ミス コピ ー 用 紙

の再利用 
再資源化 再資源化：2.83t 

廃 棄 物 発 生 量

の削減 

ペーパーレス化の

推進 
電子化の推進 

電子回覧 

楽々 ワ ー ク フ ロ

ー：29 件 

累計：98 件 

生ごみの 

適正処理 
飛散・腐敗なきこと 適正処理中 

納入業者への梱

包削減依頼 

納入業者に依頼

予定 
協力要請実績無し 



7 

 

５ 

事 業 所 等 で の

再 生 製 品 等 の

使用 

グリーン購 入の

実施 

文房具 100％ 対象品 100％ 

機械器具・備品 新規購入時切替 対象品 100％ 

サービス 顧客要請展開 展開実施中 

充電池等の 

利用 
 100％ 啓蒙中 

再生紙の 

使用促進 

コピー用紙、パン

フレット等の再生

紙利用 

100％ 100％ 

プリンタトナーカー

トリッジの再生利

用 

 100％ 100％ 

６ 

環 境 負 荷 の 少

な い 資 源 ， 材

料 ， 燃 料 の 選

択 

廃棄の際の環境

影響を配慮した 

材料の選定 

処分可能部分の

塩素化合物の削

減 

設計開発時推奨 実施率 約2％ 

分解工程の 

効率化 
対象無し - 

７ 
環 境 管 理 シ ス

テムの充実 

ISO14001 の 

取得 
 認証維持 

再認証取得 

認証期間 

2026年10月26日 

内部監査の 

実施 
 2 回/年 

２回実施 

(2023 年 6 月, 

2024 年 2 月) 

８ 
脱 炭 素 経 営 の

推進 

TCFD 提言への

賛同（SBT 認定

の取得） 

 
表明 

（検討中） 

表明 

（検討中） 

９ 
事業所等での 

節水 
節水  2013 年比30％減 2013 年比34.4％減 

１０ 
環境に配慮した

施設整備 
緑地の整備  随時整備 

樹 木 の 維 持 管

理と､花 480 株

植栽 

１１ 従業員教育 

環 境 保 全 に 関

する社員研修 
 実施検討 実績無し 

社内報での 

啓発 
 実施事項掲示 

適時社内掲示板

にて啓発 

１２ 
地 域 社 会 へ の

参画 

事 業 所 周 辺 の

清掃活動 
 

1 回/操業日 

実施 

2 回/日実施中（雨

天除く） 

実績：延べ 306 回 

地域の環境 

保 全 活 動 へ の

社員派遣 

須磨海岸クリーン

アップ作戦 
派遣検討 

有志者派遣実施 

（7 回実施） 

地 域 住 民 へ の

施設見学の 

実施 

 実施検討 
1 回 

（真野小学校） 

 


